社会的弱者をめぐる社会的・法的状況 : （1）高齢者犯罪をめぐる社会的・法的状況 by 西尾 憲子
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況 : （1）高齢
者犯罪をめぐる社会的・法的状況
著者 西尾 憲子
雑誌名 山梨学院大学法学論集
巻 72･73
ページ 445-486
発行年 2014-03-10
URL http://id.nii.ac.jp/1188/00002965/
論 説
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況
〜（）高齢者犯罪をめぐる社会的・法的状況〜
西 尾 憲 子()
．はじめに
社会的弱者とは、人種、宗教、国籍などにより当該社会の中で、単に少
数派で発言力も社会的な進出機会も制約されているという一般的な社会的
少数者に限らず、その社会の中で身体、健康、学歴、年齢、生活形態、社
会的スキルの有無により、その発言力が限定され、生活上の利便を図るこ
とも難しく、他の多くの人びとに比べて、生活の質において、著しく不利
で傷つきやすい立場に置かれている人々のことをさす()とされている。
これからわが国は世界のどこの国も経験したことのない高齢社会を迎える
にあたり、高齢者をめぐる社会的状況および法的状況について考察したい。
なお、わが国における高齢者とは、高齢社会対策基本法（平成年法律
129号）に基づく高齢社会対策大綱（平成24年月日閣議決定()）にお
いて、高齢者の定義について65歳以上の者をさすとしつつ、健康状態や経
済状況は多様化しているなかで、高齢者の意欲や能力を生かすため、単に
65歳以上の者を「支えが必要な人」と固定観念を持たないよう、国民の意
識改革を図るとしている。そのため、この大綱のほか、わが国の各省庁に
おける白書並びに統計資料において、高齢者の定義、特に年齢に関して共
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通理解がなされているかについても確認する。そして、高齢社会対策基本
法に基づく大綱では、高齢者の安全・安心な生活環境を実現するため、高
齢者の被害者特性から、犯罪被害から保護するための積極的な施策を推進
するとしていることからみて、「社会的弱者」である高齢者に対して、犯
罪などの被害から保護することを主眼に置きまとめている。本稿では、社
会的弱者である高齢者をめぐる犯罪について、とりわけ高齢者による犯罪
の現状と法的状況について、わが国とアメリカ、イギリス、オーストラリ
アを比較考察しながら概観する。さらに、高齢犯罪者が再び社会復帰する
ために必要な対応策についても、わが国の現状とイギリス、オーストラリ
ア、アメリカにおける施策等を検討しながら、今後の課題について検討す
る。
．高齢社会の現状
わが国では、内閣府において、高齢社会対策基本法に基づき高齢社会対
策会議で関係省庁の施策の調整を行い、高齢社会対策大綱及び国会に対す
る年次報告を作成するとともに、高齢社会対策に関する調査研究、国民に
対する広報・啓発活動等を行うなど、高齢社会対策の総合的な推進が図ら
れている。この内閣府による『平成25年度版高齢社会白書()』では、高
齢者の定義について、高齢社会対策基本法に基づき、65歳以上をさすとし
ている。そして、高齢者人口は、過去最高の3,790万人（平成24年度は
2,975万人）となり、総人口に占める割合（以下、高齢化率とする。）も
24.1％（平成24年度は23.3％）となったことを示している。65歳以上の高
齢者人口は、昭和25（1950）年には総人口の％に満たなかったが、昭和
45（1970）年に％を超え、国連の報告書において定義されている「高齢
化社会」の水準に達し、さらに、平成	（1994）年にはその倍化水準であ
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る14％を超え、「高齢社会」と称されることになり、現在も高齢化率は上
昇を続け、現在、24.1％に達していることを紹介している。この高齢化率
の将来推計によると、平成32（2020）年には29.1％、平成52（2040）年に
は36.1％と増加、平成62（2050）年には39.9％と増加の一途をたどると想
定されている。高齢化の国際的動向をみると、平成22（2010）年の世界総
人口は68億9,589万人であり、平成72（2060）年には96億1,519万人になる
と見込まれている。世界の高齢化率は、昭和25（1950）年の5.2％から平
成22（2010）年には7.6％に上昇しているが、さらに平成72（2060）年に
は、18.3％にまで上昇するものと見込まれており、今後半世紀で高齢化が
急速に進展する。先進諸国の高齢化率を比較してみると、わが国は1980年
代までは下位、90年代にはほぼ中位であったが、平成17（2005）年には最
も高い水準となり、世界のどこの国もこれまで経験したことのない高齢社
会を迎えている。また、高齢化の速度について、高齢化率が％を超えて
からその倍の14％に達するまでの所要年数（倍化年数）によって比較する
と、フランスが126年、スウェーデンが85年、比較的短いドイツが40年、
イギリスが46年であるのに対し、わが国は、昭和45（1970）年に％を超
えると、その24年後の平成	（1994）年には14％に達している。この数値
から見ても、わが国の高齢化は、世界に例を見ない速度で進行している。
今後の高齢化率の推移をみると、これまでは先進地域が進行してきたが、
開発途上地域においても、急速に高齢化が進展すると見込まれる。
そこで、次章では、高齢化社会がさらに進むことで、社会的弱者である
高齢者をめぐる社会的状況にどのような変化が起きているのか確認する。
．高齢者をめぐる犯罪の現状
わが国における高齢者をめぐる犯罪の現状について、『平成25年版高齢
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社会白書』では、高齢運転者による交通事故件数が高い水準で推移してい
ることを最初に挙げている。65歳以上の高齢者の交通事故死者数も確認し
てみると、2012（平成24）年は2,264人で前年より1.2％減少したが、交通
事故死者数全体に占める65歳以上の割合は51.3％と半数を超えている。高
齢運転者であることが原因となる交通事故は、高齢化が進む現在において、
今後とも増加傾向を示すことが予想され、高齢運転者による交通事故のみ
でなく、交通事故による高齢被害者、双方ともに高齢者をめぐる状況は厳
しい。高齢者が運転をしなければならない生活環境の改善も解決すべき問
題のつである思われる。また、自動車の運転を技術的にサポートする技
術開発も進んでおり、さらに自動車の運転そのものの自動化が様々な技術
分野の連携により今後大きく発展するであろう。自動車の自動運転化等が
現実になれば、高齢運転者による事故のみでなく、交通事故そのものの防
止にもつながりうる技術といえ、大きく期待したいところである。そして、
高齢者の犯罪被害について代表的な問題とされているのが、振り込め詐欺
の被害であり、振り込め詐欺の被害者の割以上が60歳以上であることを
番目に挙げている。犯罪による65歳以上の高齢者の被害の状況について、
刑法犯被害認知件数でみると、全刑法犯被害認知件数が戦後最多を記録し
た2002（平成14）年に22万5,095件となり、ピークを迎えて以降、近年は
減少傾向にあり、2011（平成23）年は13万5,773件だった。この振り込め
詐欺は、オレオレ詐欺、架空請求詐欺、融資保証金詐欺及び還付金等詐欺
の総称であるが、これらのうち、特に高齢者の被害が多いオレオレ詐欺の
2012（平成24）年の認知件数は3,634件と前年より22.0％減少したが、還
付金等詐欺は1,133件と前年より3.8倍に増加した。また、警察官等を装っ
てキャッシュカードを直接受け取る手口のオレオレ詐欺における ATM
からの引出（窃取）額は	億千万円を超え、これを加えた振り込め詐欺
の実質的な被害総額は160億円にのぼる。2012（平成24）年中の振り込め
32 法学論集 72 〔山梨学院大学〕
― 483 ―
詐欺の被害者を分析したところ、60歳以上の割合は割（80.9％）を超え、
オレオレ詐欺の被害者に限ると約割（92.5％）を超えている。加えて、
従来の振り込め詐欺グループが関与しているとみられる未公開株等の有価
証券や外国通貨等の取引に関する詐欺も増加している。さらに、番目に
は、消費トラブルに関する高齢者からの相談が依然として10万件を超えて
いることを特徴として挙げている。全国の消費生活センターに寄せられた
契約当事者が70歳以上の相談件数は、2005（平成17）年度まで増加傾向に
あり、その後減少したものの2008（平成20）年度に再度、増加に転じ、
2011（平成23）年度には2005（平成17）年度を超える147,662件にのぼっ
た。また、2011（平成23）年度に70歳以上の高齢者から寄せられた相談を
販売方法・手口別にみると、電話勧誘販売が17.3％、次いで家庭訪販が
15.5％となっている。番目として、住宅火災における死者数は約	割が
高齢者であることを挙げている。65歳以上の高齢者の住宅火災による死者
数（放火自殺者等を除く。）についてみると、2011（平成23）年は711人と
なり、前年と比べ増加した。また、住宅火災における全死者数に占める高
齢者の割合は66.4％にのぼっている。そして、最後に、養護者による虐待
を受けている高齢者の約割が要介護認定者であることを挙げている。
2011（平成23）年度に全国の1,742市町村（特別区を含む。）で受け付けた
高齢者虐待に関する相談・通報件数は、養介護施設従事者等によるものが
687件（うち虐待と判断された件数は144件）、養護者によるものが25,636
件（同16,599件）といずれも前年と比べて増加した。養護者による虐待の
種別（複数回答）は、身体的虐待が64.5％で最も多く、次いで心理的虐待
（37.4％）、経済的虐待（25.0％）、介護等放棄（24.8％）となっている。
養護者による虐待を受けている高齢者の属性を見てみると、女性が約割
を占めており、年齢階級別では「80〜84歳」が24.3％と最も多い。また、
虐待を受けている高齢者のうち、約割が要介護認定を受けており、認知
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症である者（要介護認定者における認知症日常生活自立度「Ⅱ以上」の
者）が、被虐待高齢者全体の69.3％を占めた。また、虐待の加害者は、
「息子」が40.7％と最も多く、次いで、「夫」17.5％、「娘」16.5％となっ
ている。このようにみてみると、高齢者をめぐる犯罪等による被害状況は、
全体的に高齢者の生活環境が問題の起点として考えられる。高齢者の日常
生活における安全や安心をどのように確保していくのかが大きな課題であ
ることがわかった。
一方で、高齢者の刑法犯の検挙人員は、2011（平成23）年は、48,621人
と前年に比べほぼ横ばいであったものの、2001（平成13）年と比較すると、
検挙人員では約2.4倍、犯罪者率では、約倍となっている。また、2011
（平成23）年における高齢者の刑法犯検挙人員の包括罪種別構成比をみる
と、窃盗犯が72.9％と割を超えているとしている。また、人口10万人あ
たりの検挙人員（犯罪者率）を2001（平成13）年以降でみると、2001（平
成13）年では87.9であったが、その後、2002（平成14）年には102.6、
2003（平成15）年は122.6、2004（平成16）年は147.5、2005（平成17）年
は164.5、2006（平成18）年は175.3と上昇しつづけ、2007（平成19）年は
176.9と最高値となった。その後、2008（平成20）年には172.9、2009（平
成21）年は165.8、2010（平成22）年は162.8、2011（平成23）年は163.4
と緩やかな減少傾向を示しつつも、依然として高い水準のまま推移してい
る。
さらに、『平成25年版警察白書()』では、高齢者とは65歳以上の者と定
義しており、高齢社会白書と同じ定義であった。警察白書による高齢者を
めぐる社会情勢として、高齢者人口が増加するとともに、一人暮らしの高
齢者の数及び割合も増加傾向にある。また、総人口に占める高齢者人口の
割合の増加等もあり、貯蓄が高齢者世帯に集中する傾向にある。治安に対
する意識に関する調査で、高齢者が被害に遭う不安を感じている主な犯罪
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としては、「振り込め詐欺や悪質商法などの犯罪」、「児童虐待・高齢者虐
待・配偶者からの暴力といった主に家庭内で行われる犯罪」、「ひったく
り・すり・置き引きなどのすきを狙って携行品を盗む犯罪」、「違法薬物に
関連する犯罪」、「空き巣などの住宅へ侵入して物を盗む犯罪」を挙げる回
答が多かった。高齢者が犯罪の被害者になりにくい社会を実現するために
警察が行うべきことに関しては、「高齢者の相談に対し親身になって対応
してくれる警察官の育成」との回答が最も多かった。これに次いで「振り
込め詐欺や悪質商法などの犯罪の実態や防犯に関する情報の提供」との回
答が多く、高齢者の財産を狙った振り込め詐欺や悪質商法の増加を反映し
ていることがうかがわれる。また、「制服警察官による高齢者がいる家庭
への訪問」については、一人暮らしの高齢者からの回答が多かった。
高齢者をめぐる警察活動として、刑法犯認知件数に占める高齢者が被害
者となった件数の割合について、過去20年間で倍以上に増加しているこ
とを紹介している。レンタル携帯電話やバーチャルオフィス等の犯罪イン
フラを悪用して敢行される特殊詐欺や悪質商法において、被害者に占める
高齢者の割合の増加が顕著であることについて、特に特殊詐欺全体におけ
る被害者の年齢構成が、70歳以上が割以上、60歳以上では約割を占め、
性別構成については、女性が割以上を占めている。そのなかでも、いわ
ゆるオレオレ詐欺について、59歳以下の男性0.6％に比べ、60歳代男性は
4.6％、70歳代男性は12.0％であるが、女性についてみると、同じく59歳
以下の女性が6.9％に比べ、60歳代女性では25.7％、70歳代女性では
50.2％と半数を占めている。また、還付金等詐欺及び金融商品等取引名目
の特殊詐欺について、他の年齢層と比べて高齢者が犯行のターゲットとさ
れていることが浮き彫りになる。例えば、金融商品等取引名目の特殊詐欺
について、59歳以下の男性は3.7％、60歳代男性では8.2％、70歳代男性で
は20.8％と高齢化するほど被害化が進んでいる。同じく金融商品等取引名
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況 35
― 480 ―
目の特殊詐欺について、女性について見ると、59歳以下の女性では6.5％
と同年代男性と比べて高いといえるが、60歳代女性になると19.9％、70歳
代女性では40.9％と、女性の被害が圧倒的に多いことがわかる。また、虐
待等の高齢者に対する暴力的事案も増加傾向にあることをまとめている。
警察では、こうした状況に対応するため、各種法令を適用した取締りや広
報啓発活動に加えて、関係機関・団体等と連携した高齢者の犯罪被害防止
に向けた取締りを強化している。しかし、その一方で、警察白書では、高
齢者人口の増加に伴い、刑法犯検挙人員に占める高齢者の割合も増加して
いるとしており、高齢犯罪者に対する警察活動では、高齢者の規範意識の
向上や地域社会のきずな強化に向けた各種取り組みを実施していることが
報告されている。
そこで、高齢者による犯罪状況の具体的な数値について、法務総合研究
所による『平成24年版犯罪白書(	)』を確認する。なお、犯罪白書におい
ても、高齢者は65歳以上の者をさすとしており、高齢社会白書及び警察白
書とともに高齢者の定義を65歳以上の者と同一の定義を用いているので、
経年比較を行う場合に考察しやすくなっている。平成24年版犯罪白書から、
一般刑法犯の年齢層別の検挙人員の推移（最近20年間）をみると、高齢者
の検挙人員は他の年齢層と異なり増加傾向が著しく、2011（平成23）年は
年の検挙人員の約6.3倍となっている。年齢層別に一般刑法犯検挙人員
の人口比の推移（最近20年間）を見ると、高齢者の人口比は他の年齢層よ
り相対的に低いが、2002（平成）年と比較すると、2011（平成23）年の
人口比の伸び率を見ると、20〜29歳で約1.1倍、30〜39歳で約1.4倍、
40〜49歳で約1.3倍、50〜64歳で約1.7倍に上昇している一方、高齢者では
約3.4倍にまで上昇しており、高齢犯罪者の人口比の上昇が著しい。この
ように、最近の高齢犯罪者の増加の勢いは、高齢者人口の増加をはるかに
上回っている状況であるといえる。また、2011（平成23）年における高齢
36 法学論集 72 〔山梨学院大学〕
― 479 ―
者の一般刑法犯検挙人員の罪名別構成比を男女別に見ると、一般刑法犯全
体では窃盗が55.1％、そのうち万引きが33.1％、万引き以外の窃盗が
22.0％であることと比べて，高齢者では窃盗の割合が72.8％と高く、その
うち57.7％が万引き、万引き以外の窃盗が15.1％である。特に女子高齢者
では，91.9％が窃盗であり，しかも万引きによる者の割合が80.8％と際立
って高い。さらに、刑法犯の、殺人・強盗、傷害・暴行、窃盗、遺失物等
横領の各罪名について，高齢者の検挙人員の推移（最近20年間）を見ると、
高齢者の一般刑法犯検挙人員の大半を占める窃盗において，この20年間で
2008（平成20）年から2009（平成21）年にかけて減少の傾向を示したが、
それ以外では一貫して検挙人員の増加が認められ、2011（平成23）年では
窃盗の検挙人員に占める高齢者の比率が21.0％であった。さらに、重大事
犯である殺人及び強盗においては増減の傾向にばらつきがあるものの、
2002（平成）年以降、おおむね増加傾向を示している。粗暴犯である傷
害及び暴行においても検挙人員が増加しており、特に暴行については、
1999（平成11）年以降、急激な増加傾向を示している。これらの統計資料
から、わが国においては、高齢犯罪者の増加の勢いは高齢者人口の増加を
はるかに上回る状況にあることがわかる。また、一般的な印象では、高齢
者による犯罪の罪質は非暴力的犯罪を想定するが、1999（平成11）年以降、
暴行が急激な増加を示し、重大犯罪の殺人や強盗も増加傾向であることが
わかった。
そして、検察及び裁判段階における高齢者の状況は、年齢層別にみると、
高齢者の起訴猶予率は，一般刑法犯全体で65歳未満の年齢層よりも高く，
窃盗において特にその差が大きい。これに対して，高齢者の執行猶予率は，
過失傷害を除く刑法犯全体，窃盗，詐欺において全体の執行猶予率よりも
低い一方，傷害においては全体の執行猶予率よりも高い。
続いて、矯正段階における高齢者の状況は、最近20年間の高齢者の入所
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受刑者人員の推移を入所度数別に見ると、その人員は、最近20年間ほぼ一
貫して増加しており、入所受刑者総数に占める高齢者の比率（高齢者率）
もほぼ一貫して上昇している。入所受刑者全体と比べて再入者の割合が高
いが、20年前と比べて初入者も著しく増加している。高齢者の入所受刑者
人員の罪名別構成比を男女別に見ると、高齢者では、窃盗（53.6％）の構
成比が最も高く、次いで、詐欺、覚せい剤取締法違反（各8.3％）、道路交
通法違反（6.6％）、傷害・暴行（3.4％）の順である。女子では，窃盗の
占める比率が83.0％と特に高い。更生保護の段階では、高齢者について、
最近10年間の仮釈放者及び保護観察付執行猶予者の保護観察開始人員並び
に仮釈放率の推移を見ると、保護観察付執行猶予者はやや増加傾向にあり、
仮釈放者は明確な増加傾向にある。高齢者の仮釈放率は、出所受刑者全体
の仮釈放率（約49〜57％）と比べて低い。これは、高齢者が社会復帰する
とき、身元引受人がいないことなど釈放後の帰住先が確保できない者が多
いことなどによると考えられている。
次に、アメリカ合衆国、イギリス及びオーストラリアにおける受刑者の
動向を確認する。
アメリカ合衆国における被収容者数は司法省の統計資料()から、2012
年末時点で1,571,013人、これは、2011年末と比べると27,770人減少して
いることを示している。2012年における全州の被収容者数は2.1％減少し
ており、被収容人員をみると29,223人減少している一方で、連邦における
被収容者数は、0.7％増加しており、被収容人員では1,453人増加している。
全被収容者率は、男子受刑者も女子受刑者も双方ともに下落している、男
子受刑者はアメリカ合衆国在住の男性10万人あたり2011年には932人であ
ったが、2012年には910人である、女子受刑者はアメリカ合衆国在住の女
性10万人あたり2011年には65人であったが、2012年には63人である。2012
年における女子受刑者数は108,866人で、2011年から2.3％減少しており、
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2005年以来、最も低いレベルに落ち込んでいる。2012年における全被収容
者率は、アメリカ合衆国在住者10万人あたり480人であり、成人のアメリ
カ合衆国在住者10万人あたり626人である。2012年末の被収容者の特徴を
以下のように挙げている。①アメリカ合衆国における被収容者数は、2009
年に1,615,487人と最多を記録してから、2012年末時点で1,571,013人とな
り、年連続で減少している。②アメリカ合衆国における受刑者数は、
2012年末時点で2011年と比較すると27,770人減少している。③2012年の連
邦レベルの刑務所における被収容者数は、1,453人の増加（0.7％増）であ
るが、州レベルの刑務所における被収容者数は、29,223人減少（2.1％減）
している。④カリフォルニア州では、全州の被収容者における増加の51％
を占める。⑤2012年では、州において、1,000人以上の被収容者数の増
加が見られる。それは、カリフォルニア州、テキサス州、ノースカロライ
ナ州、コロラド州、アラスカ州、ニューヨーク州、フロリダ州、ヴァージ
ニア州、およびメリーランド州である。⑥ルイジアナ州と連邦刑務所制度
は、2012年において、1,000人以上の増加をしている。⑦州あるいは連邦
の刑務所における全被収容者のうち、年以上の有罪判決を受けた受刑者
の比率は、2011年にアメリカ合衆国在住者10万人あたり492人であったが、
2012年には480人となり、2.4％減少した。⑧女子の被収容者率は、2011年
から2012年までで、アメリカ合衆国在住者10万人あたり65人から63人と、
2.9％減少した。
また、アメリカ合衆国の司法統計局による資料()では、2011年12月31
日現在の年齢層別、男女別等の比較が行われている。年齢層の分類は
18〜19歳層から始まり、20歳から64歳まで歳刻みで、最高齢層は65歳以
上としている。各年齢層で男女比と白色人種、黒色人種、ヒスパニック系
で分類もしている。2011年12月31日現在の全受刑者人員1,537,415人のう
ち、男子受刑者総数は1,433,741人、最多人員は30〜34歳層の254,800人
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（16.5％）、次いで25〜29歳層の252,100人（16.3％）であるが、50〜54歳
層は118,000人（7.7％）、55〜59歳層は63,200人（4.2％）、60〜64歳層
32,500人（2.2％）、65歳以上層は26,100人（1.8％）であった。男子受刑
者の50歳以降の年齢層が占める割合は全体的に低いといえる。また、女子
受刑者総数は103,674人、最多人員は30〜34歳層の18,100人（17.5％）、次
いで25〜29歳層の18,000人（17.4％）であるが、50〜54歳層は7,300人
（7.0％）、55〜59歳層は3,300人（3.2％）、60〜64歳層は1,400人（1.4％）、
65歳以上層は900人（0.9％）であった。女子受刑者の50歳以降の年齢層が
占める割合も全体的に低いことがわかる。また、人口10万人あたりの収容
率をみると、男子受刑者では、最多の30〜34歳層は2,278と比較すると、
50〜54歳層は999、55〜59歳層は601、60〜64歳層は364、65歳以上層は137
である。女子受刑者も確認すると、最多の30〜34歳層は175、25〜29歳層
は171、50〜54歳層は64、55〜59歳層は31、60〜64歳層は15、65歳以上層
はである。この統計の中では、高齢者の年齢の定義や犯罪傾向に関する
考察は行われていなかったが、その他の年齢層と比べると、60歳以上の占
める割合は、低い状況であることがわかる。
次に、イギリスにおける受刑者の動向()について、司法省の統計(10)に
よると、1993年から2008年の間で受刑者の人員が年平均％の増加を示し
ており、こうした被収容者数の急増は、1993年から2002年までの直接の拘
禁刑を受ける人が増加していること、不定期刑を受ける受刑者と長期刑を
受ける受刑者が増加していること、刑務所から出所したものの遵守事項違
反により再入所する受刑者の増加やこうした再入所してくる長期刑受刑者
が増加していることによるとされている。こうした受刑者数は2008年の夏
頃から緩やかに増加しているが、これは2008年刑事司法及び移民に関する
法律（Criminal Justice and Immigration Act 2008［CJIA 2008］）の制定
により、量刑や犯罪者管理の方法が変更されたことで刑務所被収容者が増
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加したと説明されている(11)。そして、2012年月30日現在の刑務所被収
容者（受刑者）数は84,488人、前年比は1,969人（％）減少である。刑
務所の被収容者数は全体的にみると男女とも、そして未決拘禁者も確定受
刑者もともに減少傾向であるが、前年比では減少していても、未決拘禁者
については特に変動していることが指摘されている。確定受刑者について
も前年比では、すべての年齢層で減少している。21歳以上の成人では％
減少、18歳から20歳の青年（young adults）は18％減少、15歳から17歳で
は分のに減少しており、男女とも確定判決を受けた刑務所への入所受
刑者数が減少している傾向を示していることになる。また、刑期が年以
上の長期受刑者は増加しているが、短期受刑者は減少していると示してい
る。
また、イギリスの刑務所改革トラスト（Prison Reform Trust、以下
PRTとする。）による研究資料（以下、Bromley2013とする(12)。）では、
刑務所の現状について概観しているなかで、60歳以上の受刑者が急速な成
長をしていると説明しており、刑務所における高齢の受刑者の章では、そ
の年齢層を50歳以上と60歳以上のつに分けて検討している。また、
PRTの刑務所における高齢者の問題について、50歳以上の者とする研究
や60歳以上の者に対する言及をしているところがあり、高齢者、高齢受刑
者の年齢に関する定義そのものは明確に言及していないように思われる。
しかし、加齢政策センター（Centre for Policy on Ageing）と PRTの共同
研究(13)のなかで、イギリス国内の公的機関による区分として60歳や65歳、
さらに70歳とするなど各機関の基準があること、また、当事者の身体的・
精神的な健康状態によっても対応が異なることを挙げている。そのなかで、
アメリカの調査研究を例に挙げて、一般社会における高齢者という年齢区
分とは10歳程度の隔たりがあり、刑事施設等に収容されている被収容者に
ついて、刑事施設に収容される以前の生活態度や周囲の環境を考慮すれば、
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10年程度の差があるとして、高齢者とするのは50歳以上の者をさすのが適
しているとまとめている。そこで、Bromley2013によれば、2013年	月30
日現在、イングランド及びウェールズにおける50歳以上の受刑者は10,231
人収容され、その中に60歳以上の受刑者3,471人が含まれており、この集
団は、全受刑者数の12％を占めている。また、刑務所内において、60歳以
上の被収容者が現在最も急速な伸びを見せている年齢層である。60歳以上
で有罪判決を受けた受刑者の数は、2002年から2012年の間に122％増加し
ている。2011年月現在、80歳以上の受刑者が42人収容されており、最高
齢は92歳であった。また、高齢受刑者のうち、14％は少数民族出身者で、
一般集団における割合よりもかなり高くなっているという特徴もあること
が示されている。刑務所に収容されている受刑者の罪種からみると、50歳
以上男子受刑者の42％は、性犯罪により有罪判決を受けた受刑者である。
次いで、人に対する暴行が25％、そして薬物事犯が11％と続く。女子受刑
者についてみると、最も多い罪種は、人に対する暴行で31％だった。そし
て、2012年	月30日現在で、50歳以上の無期受刑者は1,951人、そして不
定期刑の受刑者714人が収容されている。こうした無期受刑者や不定期刑
受刑者たちの割合は、1993年には％だったのが、2012年には19％に増加
している。これは必要的無期受刑者の平均刑期が、2001年には13年であっ
たが2012年は16年に延長しており、施設に収容される期間が長期に及ぶ受
刑者が全受刑者間で増えていることも示している。また、高齢受刑者に限
定していないが、2012年における新規入所受刑者のうち、15％近くが拘禁
される前はホームレスであり、％は路上生活者であると報告されている。
また、2012年から2013年に刑務所から釈放された者のうち12％は居住先が
ないまま釈放されている。60％の受刑者たちが、再犯を防止するためには
生活できる場所が必要であるとしている。ホームレスの状態で釈放された
79％のうち47％が年以内に再犯を起こし、ホームレスの状態で釈放され
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た84％のうち60％が年以内に再犯を起こしていることが報告されている。
2012年では、47％の受刑者は何も資格を持っておらず、21％は読み書き能
力あるいは初歩的な計算能力について助けを必要とすること、41％が教育
のなかで援助が必要で、40％が職業に関連する技能を向上させる必要があ
ることが現れている。男子受刑者の41％、女子受刑者の30％、若年受刑者
の52％が学校から恒久的に排除されていたとみられ、児童期における教育
環境はかなり乏しい、86％の男子児童や82％の女子児童が学校から排除さ
れており、半数近くが14歳あるいはそれ以下の年齢ですでに教育の機会が
失われてしまっていることが指摘されている。
続いて、オーストラリアの全受刑者数における高齢受刑者の動向(14)に
ついて、オーストラリア統計局（Australian Bureau of Statistics、以下
ABSとする。）による『オーストラリアにおける受刑者2012年』（以下、
ABS2012とする(15)。）及びオーストラリア犯罪学研究所（Australian
Institute of Criminology、以下、AICとする。）による『オーストラリア
における犯罪、現状と統計2012』（以下、AIC2012とする(16)。）などから
オーストラリアの受刑者に関する特徴を概観する。この ABS2012では、
年齢層を55歳以上が年齢層の上限分類としているが、AIC2012では、
50〜64歳と65歳以上に区分している。本稿で用いる ABSや AICの各統計
の中では、高齢者の定義について明確に言及されていないので、受刑者の
動向を統計資料から検討する際、それぞれの統計による年齢区分のままで
確認する。
まず、ABS2012によると、2012年	月30日現在の受刑者数は29,383人、
2011年	月30日現在は29,106人で、前年比％（277人）増加である。
2010年と2011年での前年比では％（594人）減少であった。人口10万人
あたり受刑者比は168になるが、2011年	月30日現在の167と比べると、ほ
とんど変わらない。この人口10万人あたりの収容比率について、2002年以
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降をみると、2007年まで増加傾向が続いていたが、2008年にいったん減少
したものの2009年には最も高い175まで増加した。しかし、2009年以降大
きく減少していたが、2002年は150程度であったので、2012年まで全体と
してみると増加傾向を続けているといえる。性別による収容比率について、
2012年	月30日現在、男子受刑者は全受刑者のうち93％（27,182人）を占
め、女子受刑者は全体の％（2,201人）である。2011年と2012年の受刑
者全数調査によると、男子受刑者でみると0.4％（104人）減少、女子受刑
者をみると％（171人）減少している。男子受刑者の収容率は人口10万
人あたり315、女子受刑者の収容率は25で、男子受刑者の比率と比べると
ほぼ13倍である。2002年から2012年の間で、全受刑者数は22,492人から
29,381人と31％増加しており、男子受刑者についてみると、29％増加
（21,008人から27,182人へ増加）しており、女子受刑者では48％増加
（1,484人から2,199人へ増加）している。また、未決拘禁者は全体の23％
（6,871人）と2011年	月30日現在と比較すると％（147人）減少してい
る。また、確定受刑者は、2011年	月30日現在と比較すると％（127人）
減少しているが、全受刑者の約半数（55％）を占めるのが最近の傾向であ
る。
また、受刑者の出身国と人種についてみると、オーストラリア出身者が
80％（23,586人）であり、アボリジニ及びトレス諸島民族の受刑者は全受
刑者に占める割合は27％（7,982人）と分のをこえるようになった。
また、アボリジニ及びトレス諸島民族の人口10万人あたり1,914人で、こ
れは非先住民の人口10万人あたり129人と比較すると15倍以上である。ま
た、アボリジニとトレス諸島民族の受刑者は前年比％（325人）減少し
ている。
全受刑者の年齢について、2012年	月30日現在、平均年齢は34歳、男子
受刑者の平均年齢は33.9歳、女子受刑者の平均年齢は34.6歳であった。全
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受刑者のうち、20歳から39歳の間の受刑者が全体の65％を占める。また、
2012年	月30日現在、確定受刑者・未決拘禁者あわせて最も多かった罪種
は傷害で20％、次いで性的暴行と違法薬物犯罪がそれぞれ12％、意図的な
不法侵入が11％、殺人及び強盗、並びに恐喝がそれぞれ10％である。これ
らの罪種で前受刑者の分の（74％）を占めることになる。全受刑者の
うち最も多い年齢層は25〜34歳層であるが、彼らについて罪種をみると、
44％が窃盗、42％が意図的な不法侵入、41％が強盗と恐喝、傷害を招く意
図的な行為や正義に反する犯罪が40％である。35〜44歳層では31％が違法
薬物犯罪、29％が殺人、25％が性的暴行であった。年齢王別の違いについ
て比較すると、55歳以上の年齢層は39％、45〜55歳層は22％と、施設に収
容された受刑者の中で、性的暴行によって受刑者となっている者の割合が
高い。そのほかの年齢層では、傷害が最も高い割合を占めている。
AIC2012をみると、18〜24歳、25〜34歳、35〜49歳、50〜64歳、65歳以
上のすべての年齢層で、男子受刑者が女子受刑者をはるかに上回っている。
人口10万人あたりの比率が男子受刑者、女子受刑者ともに最も高かったの
は、25〜34歳層で、男子比は575、女子比は46である。男子についてみる
と、次に高い比率は18〜24歳層で人口10万人あたり454であるが、女子に
ついて番目に高い比率は35〜49歳層で32である。男子も女子も18歳未満
については人口10万人あたり以下であった。
そこで、AICによる調査研究の2000年と2010年の比較研究(17)では、表
に示すように、2000年では全受刑者に占める50歳以上の被収容者の割合
は8.3％であったが、2010年には11.2％まで増加している。2000年におけ
る全受刑者総数は、21,714人であったが、2010年には29,696人と7,982人
増加している。これを年齢層別でみると、年齢が進むほど増加率が高くな
っており、65歳以上の年齢層では、141.7％という増加率を示しており、
オーストラリア全体における増加率の36.8％と比較すると、倍を超える
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増加率である。
表では、オーストラリア各州及び各テリトリー別の高齢受刑者数につ
いて、2001年と2010年を比較している。サウス・オーストラリア州では、
50歳以上の受刑者の2001年から2010年における増加率は、248.7％と最高
の増加率を示しており、次いで、ノーザンテリトリーの、145.5％の増加
率である。65歳以上の受刑者についてみると、タスマニア州で、
1,300.0％、サウス・オーストラリア州の1,175.0％という増加率を示して
いる。ただし、総受刑者数をみると、2001年では1,832人、2010年では
3,326人と収容者数そのものが多いとはいえないといえるが、増加率は桁
違いの増加率を示していることがわかる。
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表 オーストラリアの2000年及び2010年における年齢群別受刑者数と増加率
529
45955〜59歳
28160〜64歳
825 79.7
84850〜54歳 1,445 70.4
2010年受刑者数 増加率（％）2000年受刑者数年齢群・受刑者数
36.829,69621,714全受刑者数
141.752721865歳以上
81.8
表 2001年と2010年におけるオーストラリアの州・テリトリー別の高齢受刑者数
2001年から
2010年・
50歳以上・
増加率
353Vic
2001年・
65歳以上・
受刑者数
2010年・
65歳以上・
受刑者数
657 96.7
717NSW 1,185 151.6
2010年・
50歳以上・
受刑者数
2001年から
2010年・
65歳以上・
増加率
2001年・
50歳以上・
受刑者数
27278SA
78.71096162.2618381Qld
86.1 60 118
65.3 64 161
183.36636Tas
59.5593780.3422234WA
1,175.0514248.7
/30/250ACT
200.0124145.58133NT
1,300.014
128.152723181.63,3261,832合計
こうした高齢受刑者のなかで、少数で見過ごされてきた類型として、性
別による分類の女子高齢受刑者がいる。表に示すように、高齢女子受刑
者の増加は、オーストラリア各州及び各テリトリー地域の全域で大きく変
化している。
この表からもわかるように、全受刑者総数と比較すれば、女子高齢受
刑者の比率を見ればとても低い割合であるため、看過されてしまいうる存
在といえる。しかし、その増加率を考えると、他の年齢層・性別比、いず
れの側面から見ても放置することができないといえる。
わが国とアメリカや、イギリス、ならびに、オーストラリアにおける受
刑者について、概ね60歳以上の受刑者の動向について概観した。
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表 2001年と2010年におけるオーストラリア各州と各テリトリーの高齢
女子受刑者数（Older female prisoners in Australian states and
territories, by years, 2001-2010）
43
16Vic
11Qld
47 194
24NSW 94 292
2010年・50歳以上・数 増加率2001年・50歳以上・数
31NT
5032Tas
100189WA
900101SA
291
24121864合計
000ACT
200
表から表については、Susan Baidawi, Shelley Turner, Christopher Trotter, Colette
Browning, Paul Collier, Daniel Oʼ Connor and Rosemary Sheehan, “No.426 Older
prisoners-A challenge forAustralian corrections.”Trends & issues in crime and criminal
justice, Australian Institute of Criminology (2011): Canberra. p.2にある表から表を
筆者が加工したものである。なお、表と表における、NSWはニューサウスウェー
ルズ州、Vicはヴィクトリア州、Qldはクイーンズランド州、SAはサウスオーストラ
リア州、WAはウェスタンオーストラリア州、Tasはタスマニア州、NTはノーザンテ
リトリー（北部準州、北部特別地域）、ACTはオーストラリア首都特別地域をさす略
称である。
そこで、それぞれの統計を検討するなかで、高齢者の年齢に関する定義
について、イギリスにおける動向を確認するなかで、刑務所における被収
容者のうち、「高齢者」と表現されるのが、50歳以上を基準としているこ
とが多い。これは、データに基づく調査研究(18)により、高齢受刑者は、
彼らの実年齢より概ね10年加算された生理的年齢を有することから、50歳
以上を高齢受刑者として扱っている。これは、多くの犯罪者が、施設に収
監される前あるいは収容されている間に、貧困やダイエット（拒食）、不
適切な健康管理、アルコール依存症、喫煙やその他の薬物乱用など、慢性
的な健康問題を抱えていることによるとされている。また、刑務所生活で
の心理的緊張が、加齢の過程をさらに加速させていることも分析されてい
る。この考察は、オーストラリアにおける研究(19)において同様の考察が
なされていた。この考察から、高齢者の年齢に関する定義は、一般社会の
一般集団における高齢者の年齢区分と刑事施設等に収容されている被収容
者の高齢者の年齢区分では10年程度の差異を設けることにより、考慮すべ
き点を明らかにしやすいといえるかもしれない。つまり、こうした差異を
設けることにより、刑事施設等内における設備上の問題や処遇等の対応に
おいて、考慮すべき点が明らかになることを意味すると思われる。
わが国の統計資料における数値は、先に述べたように、各省庁間で共通
にし、高齢者の年齢を65歳以上として扱っている。ここで検討しているア
メリカやイギリス、オーストラリアにおける統計資料では、年齢層別で数
値が示されていたため、経年比較は行えるが、数値に基づく分析のなかで
は一致していないことが多かった。これから世界的に高齢化社会をむかえ
るなかで、諸外国も相互に比較検討する必要性も高いといえるので、国際
的にも経年比較するための数値データは、50歳以上を歳間隔で65歳以上
までの年齢層別で考察できるように、わが国においてもまた諸外国におい
ても、これからも継続的に調査することが望ましいと思われる。また、高
48 法学論集 72 〔山梨学院大学〕
― 467 ―
齢者の定義の差異を統一することは、実際に施設内処遇の場面において明
らかになる問題点を考慮するために必要であり、これは、次の章で、受刑
者となった高齢者に対する処遇の側面を検討するときにも考察したい。
改めて、高齢とされる受刑者の増加傾向について、先に統計資料を確認
したが、1992年のアメリカにおける受刑者総数66,472人のうち50歳以上の
受刑者は、ほぼ10％を占める6,554人であることから、2005年には50歳以
上の受刑者が全体の16％にまで増加すると予測した研究がある(20)。これ
を『2005年における受刑者の動向(21)』で確認してみると、先の予測にあ
った50歳以上で比較できないが、2005年における全受刑者数1,461,100人
のうち、55歳以上の受刑者数は66,500人、4.5％であった。性別・年齢層
別でみると、男子受刑者は、全男子受刑者1,362,500人のうち55歳以上は
63,500人（3.0％）、女子受刑者は98,600人のうち3,000人（3.0％）だった。
また、『1997年における受刑者の動向(22)』では、1991年と1997年の全収容
者における年齢層別比を示しているが、55歳以上の収容比率は、1991年で
は3.4％だったが、1997年では3.3％であったとしている。また人口10万人
あたりの収容者比率は、1991年では49が、1996年では69だった。さらに、
先のアメリカの動向で確認したが、2011年末時点における全被収容者
1,537,415人に占める50歳以上の高齢者比率は16.4％、男子受刑者
1,433,741人のうち50歳以上の高齢者比率は16.7％、女子受刑者103,674人
のうち50歳以上の高齢者比率は12.4％となっている。これらの統計が示す
動向と前述の論文の予測を考えると、社会全体における高齢化の進み方が
予想を超える速さとなるであろうと考えられている現在においては、今後
ますます放置できない伸び率を示す可能性を考慮すべき問題点として指摘
し、1994年での予測は的を射たものであったといえる。
同じように、アメリカのカリフォルニア州では、2012年に50歳以上の
260,000人、18.5％となり、1990年は3.9％だったので倍以上の増加を示
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していることや、前述の ABSによる資料からオーストラリアの状況を例
に挙げて、イングランド及びウェールズにおける50歳以上の増加率が74％
となっていることを言及している(23)。
高齢の受刑者数が増加していることについて、イギリスにおける
Bromley2013の動向調査のなかで、人口動態の変化にあわせた説明は詳細
におこなわれておらず、いわゆる「高齢者犯罪の波」によっても説明され
ていない。この増加は、裁判所が不定期刑による収監と同様、保釈や保護
観察命令に対する違反に対して施設内処遇をより一層積極的に命じる厳し
い量刑方針がとられている。近年では、科学捜査における改善が、より深
刻な犯罪に対する遡及的な訴追の急増に力を貸したことによると説明され
ている(24)。
また、オーストラリア AICの共同研究(25)で、量刑が重くなる傾向や早
期釈放の選択肢が狭められていることをあげている。さらに、オーストラ
リアにおける55歳以上の入所受刑者の罪名別構成比をみると、2012年では
39％と最も高く、2013年でも39％と他の年齢層と比べて最も高い(26)。イ
ングランド及びウェールズでは、その他の受刑者のうち性犯罪による者は
％と比較すると、50歳以上の犯罪者のうち40％が性犯罪により有罪判決
をうけている(27)。一方、わが国では、平成23年における高齢者の入所受
刑者人員の罪名別構成比を男女別に見た平成24年版犯罪白書から、全高齢
者では、窃盗（53.6％）の構成比が最も高く、次いで、詐欺、覚せい剤取
締法違反（各8.3％）、道路交通法違反（6.6％）、傷害・暴行（3.4％）の
順である。女子では，窃盗の占める比率が83.0％と特に高かった。したが
って、オーストラリアとイギリスについては、高齢者の入所受刑者の罪名
で性犯罪が最も高い特徴が共通するが、わが国とは犯罪傾向が異なってい
ることがわかる。
そこで、高齢受刑者の類型を分類すると、つの集団に分類できるとさ
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れており、①高齢で初めて刑事施設に収容される高齢受刑者、②刑務所と
社会復帰を何度も繰り返す高齢の常習累犯者、③長期刑を執行されている
間に高齢となる受刑者、④短期の拘禁刑を受ける高齢受刑者である(28)。
こうした高齢受刑者の特徴から、社会復帰をした後、再犯を繰り返さない
ためにこの特徴を考慮した対応に何が必要か考察する。
．高齢受刑者に対する施設内処遇の状況
わが国の施設内における受刑者への処遇(29)については、刑事収容施設
及び被収容者等の処遇に関する法律（平成17年月25日法律第50号、以下、
刑事収容施設法とする。）に基づき、受刑者の人権を尊重しつつ、その者
の資質及び環境に応じ、その自覚に訴え、改善更生の意欲の喚起及び社会
生活に適応する能力の育成を図ることを目的として行われている。受刑者
の処遇の中核は、個々の受刑者の資質及び環境に応じて適切な内容と方法
で実施する個別的処遇を原則とした矯正処遇であり、その内容は、作業、
改善指導及び教科指導である。矯正処遇としての作業とは、刑務作業のこ
とをさし、受刑者に規則正しい勤労生活を行わせることにより、その心身
の健康を維持し、勤労意欲を養成し、規律ある生活態度及び共同生活にお
ける自己の役割・責任を自覚させるとともに、職業的知識及び技能を付与
することにより、その社会復帰を促進することを目的とする。この刑務作
業の一態様として、受刑者に免許や資格を取得させ、又は、職業的知識及
び技能を習得させるため職業訓練が実施されている。また、社会性をかん
養するための指導訓練を兼ねて刑事施設の外塀の外で実施する作業や、刑
事施設の職員の同行なしに受刑者を刑事施設外の事業所に通勤させて、外
部事業所の業務に従事させる外部通勤作業も実施されている。この外部通
勤作業や外出及び外泊の制度は、受刑者の改善更生や円滑な社会復帰を促
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進するために設けられており、開放的施設で処遇を受けている受刑者や仮
釈放を許す決定がされている受刑者などに対して、その円滑な社会復帰の
ために必要があると認める場合には、刑事施設の職員の同行なしに、刑事
施設外の事業所に通勤させてその事業所の業務に従事させ、又は職業訓練
を受けさせたり、刑事施設外に外出や外泊することを許可したりする制度
として実施されている。さらに、矯正処遇のつである改善指導は、受刑
者に犯罪の責任を自覚させ、社会生活に適応するのに必要な知識や生活態
度を習得させるために必要な指導を行うもので、すべての受刑者を対象と
した一般改善指導と特定の事情を有することによって改善更生、円滑な社
会復帰に支障が認められる受刑者を対象とした特別改善指導がある。特に，
特別改善指導には，薬物依存離脱指導，暴力団離脱指導，性犯罪再犯防止
指導，被害者の視点を取り入れた教育，交通安全指導，就労支援指導があ
る。また、受刑者の中には、義務教育を修了していない者あるいは修了し
ていても学力が不十分である者も少なくないため、社会生活の基礎となる
学力を欠くことにより改善更生や円滑な社会復帰に支障があると認められ
る受刑者に対しては、小学校又は中学校の教科の内容に準ずる指導が行わ
れている。また、学力の向上を図ることが円滑な社会復帰に特に資すると
認められる受刑者に対しては、その学力に応じて、高等学校又は大学で行
う教育の内容に準ずる指導を行うことができるようになっている。そして、
受刑者に自発性や自律性を身に付けさせるため、改善更生の意欲や社会生
活に適応する能力の程度に応じて、刑事施設の規律及び秩序を維持するた
めの生活及び行動に対する制限を順次緩和していく制度として、受刑者は
第種から第種までの制限区分に指定され、制限区分に応じて設備や処
遇方法が緩和される制限の緩和が行われている。また、優遇措置とは、受
刑者について、比較的短期間の受刑態度を評価して、第類から第類ま
での優遇区分に指定し、その優遇区分に応じて外部交通の回数を増加させ
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たり、自弁使用できる物品の範囲を広げるなどの措置を講じる制度で、こ
うした優遇措置は、まじめに受刑生活を送っている受刑者により良い待遇
を与え、受刑者の改善更生の意欲を喚起することを目的としている。さら
に、刑事施設では、受刑者に対して余暇時間帯における活動として、知的、
教育的及び娯楽的活動、運動競技等が実施されており、様々な分野の民間
協力者の協力の下で実施しているのが現状である。
こうした刑事施設内で矯正教育を受ける高齢受刑者には、つの側面か
ら問題を提起することができると考える。それは、刑事施設へ収容するこ
とによって生じる施設収容上の問題と、刑事施設内における矯正処遇の実
施に関する処遇上の問題に分けられるであろう。
まず、施設収容上の問題について考察する。刑事施設内における生活の
なかで、日常生活そのものについて何らかの支援を必要とする高齢受刑者
が存在する。まず食事そのものに問題が生じると思われる。具体的にみれ
ば、生活習慣病等の疾患に対応した食事メニューを配慮したり、自分で咀
嚼できない受刑者の食事を刻み食や流動食等に替えて対応したりしている
ことがあげられる。さらに、施設内における移動についてみても、自立歩
行できない者に車椅子や歩行器の使用を認めている。また、施設内の温度
差に対応できない者には防寒衣や寝具の追加に関する配慮といった対応が
既に行われている。
矯正における高齢受刑者の実態に関する調査として、法務総合研究所研
究部による研究報告（以下、2007年研究とする(30)。）がある。この研究報
告のなかで、高齢受刑者の医療等の状況として、65歳以上の受刑者、死刑
確定者及び労役場留置者のうち、医師の診療を受けた者のうち医療上の必
要により病室又はこれに代わる室に収容されて治療を受けた65歳以上の休
養患者の総数は1990（平成元）年から2005（平成17）年まで、ほぼ一貫し
て増加しており，高齢者比も同様に上昇している。65歳以上の死亡者数は
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増加傾向にあるが、高齢者比もここ数年は30パーセントを超える高水準に
あると報告されている。また、日本矯正医学会の調査によれば、2006（平
成18）年	月30日現在、刑事施設に在所していた60歳以上の高齢受刑者
7,582人のうち、休養、非休養にかかわらず、何らかの傷病にり患してい
る者は4,950人で、り患していない者は2,632人であった。また、60歳以上
の高齢者のうち、何らかの疾病を有している者の割合、すなわち、有病率
は、65.3％であった。60歳以上の高齢受刑者の有病者数（主たる病名者
数）では、高血圧症が2,119人と最も多く、次いで、糖尿病352人、心疾患
346人、運動器疾患290人、精神障害243人の順であった。高齢受刑者のう
ち、身体上の疾患又は障害がある者、専門的治療処遇又は特別な養護的処
遇が必要な者の数は、近年増加しており、特別かつ専門的治療等の対応が
必要となっている。さらに、2006（平成18）年における60歳以上の高齢受
刑者の休養率は、5.5％だが、有病率は65.3％と人に人は何らかの疾
病を有していることになる。高齢者で最も多い高血圧症も、それが原因で
脳溢血等のより重大な疾患を起こす可能性が十分に考えられ、そのような
疾患が外部への病院移送等、刑事施設の職員の業務負担を増大させている
一因であることは間違いない。したがって、高齢受刑者に対する医療的な
対策として、施設内での疾患の予防的な指導、医療措置等を万全に行う必
要がある。これは、施設内での収容上の問題であるが、処遇上の問題も絡
んでいるといえる。医療上の措置が必要な高齢受刑者は休養患者となり、
矯正処遇としての作業や改善指導より、養護的処遇や治療が十分に行われ
なければならないことになるであろう。さらに、出所後の生活に関する指
導等においても、高齢者個々の疾病状況を十分に勘案する必要があるため、
社会復帰後の問題が大きい。
そして、わが国の刑事施設における処遇は、医学、心理学、教育学、社
会学その他の専門的知識及び技術を活用し、処遇調査として受刑者の資質
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及び環境の調査を行い、その調査結果を踏まえ、受刑者に、矯正処遇の種
類・内容、受刑者の属性及び犯罪傾向の進度から構成される処遇指標を指
定した矯正処遇を進めている。高齢受刑者に対する矯正処遇も、作業、改
善指導及び教科指導を柱にして行われることになる。先に考察したように、
わが国の高齢者の検挙人員及び犯罪率は、多くの罪名において増加傾向に
あるので、多くの要因が絡み合っている結果といえるが、高齢者の入所受
刑者の罪名別構成比は、窃盗が53.6％と過半数を超えており、特に女子高
齢受刑者では83％を占めている。入所度数をみても、高齢者は再入所者の
割合が高く、	度以上が最も高い。
さらに、本稿のなかで先に検討したアメリカやイギリスならびにオース
トラリアにおける高齢受刑者の特徴は、罪名別構成比でみると性犯罪によ
る受刑者が最も多く、受刑期間も長期間に及び刑事施設内で収容されてい
る間に高齢者になっていく者も少なくないことがわかった。こうした諸外
国においても、施設への収容上の問題と処遇上の問題というわが国と同じ
視点からみて、どのように対応しているのか確認する。
収容上の問題として、身体的・精神的健康に関する対応では、慢性疾患
や末期疾患への対応、疼痛処理、自立できないなど一人で日常生活を営め
ない身体的障害や認識機能障害などの問題を抱える高齢受刑者の問題があ
るとわかった。高齢受刑者の増加が刑務所における医療サービスや費用の
負担増も意味する。高齢受刑者における健康問題の本質に対して、健康管
理が最も重要であり、事前の検査や予防的ケアが必要不可欠と考えている
ようである。ここでいう事前の検査とは、収容開始時におけるスクリーニ
ングすることで、精神的疾患などを拘禁中に進行や発症をさせにくくする
ことができると考察している。これまでに様々な医療や社会サービスにア
クセスする機会がなかったため、精神的健康の必要性をとりわけ認識でき
ないままであった人々の再犯の危険性を含めて、放置せずに何らかの対応
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や措置を講じることができるようになるとも考察している。
こうした施設収容前におけるスクリーニング等について、わが国におい
ては、受刑者の高齢化に伴って浮き彫りとなってきた問題ではない。わが
国では、刑事施設への入所開始時の調査において健康問題に関する調査も
行われており、かつ、刑事収容施設法に基づく調査も行われているため、
諸外国における問題提起については対応できているといえよう。また、刑
事施設で収容が継続している中で健康上の問題を生じさせてしまう場合や、
収容前には明らかになっていなかった身体的・精神的問題が発症してくる
場合など、諸外国においては、収容後の定期的な検査の必要性を指摘して
いるが、わが国においては定期的に健康調査などが行われていることをみ
れば、すでに対応ができているといえよう。
また、収容上の問題として、刑務所内の設備上の問題がある。例えば、
車椅子の利用可能なスロープの設置や歩行器の設置、聴覚や視覚の機能障
害、老齢による慢性病や失禁などの症状を有する高齢受刑者への医療設備
などがあげられる。特に、スロープや手すりの設置は、廊下や居室だけで
なく浴室にも必要となる施設全体に及ぶ問題であり、医療設備をみても経
費や管理運営上の問題も含まれる。これらの問題について、諸外国では高
齢受刑者の増加を背景にして指摘されているが、わが国においては高齢受
刑者の増加前から、すでに順次対応を進めてきており、老朽化した施設の
改修の際に、手すりやスロープの設置などバリアフリーに近づけた設備を
整えつつ、各刑務所において必要とされる医療設備を整えつつ、より専門
的な対応ができる医療刑務所はさらに充実した整備を整えている。
次に、処遇上の問題点については、諸外国とわが国について、矯正教育
の視点から比較することは難しいため、先述のとおり、諸外国では被収容
者の罪名別構成比で性犯罪が最も多くを占めることから、社会復帰をする
際の問題点から考察する。社会復帰そのものの困難さが指摘されており、
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刑務所と地域社会との調整や連携が最も重要であると分析している。また、
諸外国では、刑事施設での収容期間が長期にわたるため高齢になった受刑
者、さらにこうした高齢受刑者は再犯の危険性も高いという問題を指摘し
ている。長期受刑者の場合、再社会化や再統合が成功する可能性が低くな
り、さらに高齢の長期受刑者となれば、地域社会での生活に順応すること
はさらに困難である可能性が高くなる。釈放後の住居や経済的な問題、就
業の問題など、困難な問題がある。諸外国の場合、刑事施設への収容の原
因が性犯罪による高齢受刑者の問題とみると、ますます家族や社会的支援
を得るのが困難であろう。わが国では、窃盗による累犯受刑者が社会と刑
事施設を何度も往復している高齢受刑者の問題としてみると、同様に、家
族や社会的支援を得るのが困難であろう。そしてこの問題は同時に、高齢
受刑者の健康問題と組み合わさることになると、より一層の困難な問題と
なり、これは諸外国の問題だけでなく、わが国においても問題といえる。
健康問題への対応の例(31)として、アメリカのペンシルベニア州立矯正
施設（State Correctional Institute）の Laurel Highlandsでは健康診断を
実施していることを紹介している。また、カリフォルニアでは、カリフォ
ルニア男子コロニー（California Menʼs Colony）では、刑務所内の居室の
環境整備、例えば低床ベッドを準備するなどの調整が行われていることを
紹介し、施設内における対応例としてあげている。
さらに、釈放後の社会復帰のための支援(32)として、イギリスの公営刑
務所（HM Prison）では、ReCOOP（Resettlement and Care of Older
ex-Offenders and Prisoners）が職員ではなく、ボランティアにより実施
されている。内容は、仮釈放に関する委員会やケア検討会議などにも出席
するなど、再定住化に向けた高齢受刑者や釈放後の高齢者のために多くの
専門分野にわたる個別支援計画を作成することなどがあげられている。ま
た、イギリスのワイト島公営刑務所 HMP Isle of Wightでは、高齢の無期
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刑囚や性犯罪者の比率の高さをふまえたʼMemory Services Prison
Pathwayʼを刑務所のスタッフのために用意している。さらにワイト島刑
務所では、高齢受刑者のための活動グループ（Older Prisoners Action
Group［OPAG］）が構成されており、健康省と刑務所、保護観察所、国
営医療サービス事業（National Health Service）、そしてバーミンガム大学
や民間篤志家などが協働して高齢受刑者のケアに取り組む組織も作られて
いる。
わが国における矯正施設内の高齢受刑者に対する施策の現状と諸外国の
状況および実施されている対応策と比較した。わが国における高齢受刑者
への対応は、現実に高齢受刑者が増加する前から可能な対応を整えつつ、
施設内処遇の制度が刑事収容施設法による法的根拠が得られたことでさら
に充実してきている。
諸外国においては、処遇上の問題という視点ではなく、収容上の問題、
とりわけ施設に収容している期間の医療関連の問題を重要課題としている。
そして、刑務所職員に対して高齢受刑者に対して必要となる対応について、
介護に関する訓練や被収容者への理解を深めるための教育を積極的に実施
している。さらに、高齢受刑者には、健康上の理由による仮釈放を進める
ことで、刑事施設内での介護や医療的ケアなどを提供する費用も削減する
ことに集中した検討も進められている。ただし、これは社会感情的な理解
がなかなか得られず再犯の危険性を解消するための多角的な検討を基づい
た条件が必要であるとして今後の課題とされている。
これまでの検討から、わが国においては、収容上の問題よりも、高齢受
刑者の特徴を十分に考慮しつつ、処遇上の問題とあわせて釈放後の再犯を
防止するために重要な解決策を充実させることに重点を置いていると考え
る。諸外国の対応策のなかで、注目すべきなのは、国や自治体主導だけで
なく、民間の協力や理解を大きな支えとして進展させているところを見習
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うことも望まれるであろう。
．高齢犯罪者に対する更生保護
最近の犯罪状況の特徴として、再犯者による犯罪の比率が増加している。
2007年研究によると、高齢受刑者の多くは、若い頃から犯罪を繰り返して
きた多数回入所者である。刑事施設への入所度数が増加するにつれ、罪名
が窃盗及び詐欺に集約されていく傾向がみられること、再犯期間が次第に
短くなっていく特徴があるとする。さらに、入所度数が20度以上の者では、
窃盗と詐欺の合計の割合が約割を占め、出所後ヶ月未満で刑務所に再
入所した者が約半数を占めていることがわかるとしている(33)。
検挙者に占める再犯者率をみると、10年前は約割であったものが、平
成（1997）年から一貫して上昇を続け、平成23（2011）年は43.8％（前
年比1.1ポイント上昇）となった(34)。
全体的な犯罪件数が減少傾向にあるなかで、再犯防止対策の重要性がま
すます浮き彫りになっている。再犯者の割合が増加している背景として、
刑務所出所者等のうち、社会の中で自力で生活基盤を確保することが困難
になっている者の増加が指摘されている(35)。
受刑者に対する就労支援と釈放前の指導について、刑事施設からの出所
者の再犯を防止し、円滑な社会復帰を図るためには、出所後の就労の確保
が重要である。このため、ハローワークや保護観察所と連携し、平成18
（2006）年から刑務所出所者等総合的就労支援対策を、厚生労働省と法務
省保護局の協議を経て、実施している。刑事施設において、雇用情勢に応
じた職業訓練、一般改善指導としてビジネスマナー等の社会復帰適応訓練
や、特別改善指導として就労支援指導を実施するとともに、ハローワーク
職員による講話、職業相談や職業紹介、ハローワークガイドの配布などが
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行われている。また、非常勤職員としてキャリアコンサルタント等の資格
を持った就労支援スタッフも配置し、就労に関する指導や助言を行ってい
る。受刑者の釈放にあたっては、原則週間の釈放前の指導が行われてい
る。釈放に関する手続、更生保護、職業安定、社会保障等の制度やその利
用手続、釈放にあたっての心身の調整などについての指導が刑事施設の職
員や外部講師により行われている(36)。
こうした行政機関の連携に加えて、出所者の特性に応じた生活基盤の確
保や帰住地の実情に即した地域定着を実現するために、地域社会の協力を
得て、民間ノウハウを活用した立ち直り支援策が必要であり、就労先や定
住先といった生活基盤の確保を重視し、入所中から出所後までの継続的な
支援の仕組みを構築するため、具体的には、①就労支援の実績を有する民
間団体によるマッチングから職場定着までの支援（更生保護就労センター
事業）、②住居のない者に対する民間アパートを活用した巡回型生活支援
事業の実施、③満期釈放者・保護観察終了者等の地域定着のための相談援
助を行う更生保護サポートセンターの設置など、平成21年月に「再犯防
止施策の今後の展開〜就労・福祉による社会復帰支援を中心として〜」に
取りまとめられている。各機関との連携に加え、民間関係者の協力や理解
が得られにくい地域住民の協力も狙いとしている(37)。
また、拘置所等を除く各刑事施設に非常勤職員として社会保険福祉士を
配置し、出所後の受刑者の保護の充実を図っている。また、高齢受刑者に
対する指導として、一部の刑事施設では、刑事施設の職員及び外部講師に
より、社会福祉制度の説明や生活・食事・健康管理の方法の説明を実施し、
作業療法士、理学療法士等によるトレーニング等を実施し、高齢受刑者の
円滑な社会復帰を支援する指導も行われている(38)。
平成20（2008）年版犯罪白書で高齢犯罪者の実態と処遇を特集し、窃盗
の高齢初犯者の犯罪態様のほとんどが万引で、その動機は生活困窮による
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者が半数を占めることが示されていた。こうした特徴を持つ高齢犯罪者に
ついて、就労が不可能な者については直ちに福祉的な援助につなぐ必要が
あり、また、就労が可能な者についても就労につなぐまでの一時的な生活
の援助が得られるよう、調整が重要である。また、窃盗を繰り返し、かつ、
受刑歴を有する者は、社会的にも孤立し、安定した職を持たない傾向が見
られ、積極的な手当てを検討することが肝要である(39)。
また、平成25年版犯罪白書のあらましでも示されているように、高齢者
の検挙人員は、ほかの年齢層と異なり、増加傾向が著しく、平成24
（2012）年は平成（1993）年の検挙人員の約5.2倍となっている。平成
24（2012）年における高齢者の一般刑法犯検挙人員の罪名別構成比は、一
般刑法犯全体と比べて、高齢者では窃盗の割合が高く、特に女子では約
割が窃盗であり、しかも万引によるものの割合が約割と際立って高い。
高齢者の一般刑法犯検挙人員の大半を占める窃盗の増加傾向は著しく、平
成24（2012）年は平成（1993）年の約5.5倍であった。高齢者の入所受
刑者人員は、最近20年間、ほぼ一貫して増加し、20年前と比べて約5.6倍
に激増しており、入所受刑者総数に占める高齢者の比率（高齢者率）もほ
ぼ一貫して上昇している。また、高齢者は入所受刑者全体と比べて、再入
者の割合が高いことも特徴である。比較的軽微な罪名である窃盗を累犯と
して重ねて刑務所と社会を往復する高齢者に対して必要な政策は、対処療
法的な対策が特効薬とはなりえないだろう。福祉的な対応が望ましい者が
矯正施設に収容されているのではないかと指摘されていた(40)。
こうした現状から、高齢受刑者に対する処遇上の問題として、再犯を防
止するために何が必要かであるか考えなければならない。つまり、社会復
帰のための支援として、帰住先や定住先の確保と経済的基盤の構築が大き
な課題であろう。社会における生活を安定させるため、社会福祉的支援も
行う地域生活定着支援が行われていることがつの解決策につながるであ
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ろうと思われる。
矯正施設退所者への地域生活定着支援(41)は、厚生労働省が2009（平成
21）年度に主導的に創設した「地域生活定着支援事業」による。矯正施設
退所者のうち、高齢又は障害を有するため、自立した生活を送ることが困
難であり、福祉的な支援を必要とする者に対して、退所後直ちに福祉サー
ビス等につなげるための準備を、保護観察所と協働して進める「地域生活
定着支援センター」を各都道府県に整備し、社会復帰の支援を推進するも
のである。2011（平成23）年度末には全都道府県に開設された。さらに、
2012（平成24）年度からは矯正施設退所後のフォローアップ、相談支援ま
で支援が拡大・拡充され、入所中から退所後まで一貫した相談支援を行う
「地域生活定着促進事業」が実施されている。ただし、地域生活定着支援
事業の対象者は、福祉的な支援を必要とする者であり、高齢者のみを意味
しているものではないが、刑事施設退所後自立した生活を送ることが困難
である者として対応している。また、2012（平成24）年月20日の犯罪対
策閣僚会議において「再犯防止に向けた総合対策」として、「高齢又は障
害のため、自立した生活を送ることが困難な者に対しては、刑務所等、保
護観察所、地域生活定着支援センター、更生保護施設、福祉関係機関等の
連携の下、地域生活定着促進事業対象者の早期把握及び迅速な調整により、
出所等後直ちに福祉サービスにつなげる準備を進めるとともに、帰住先の
確保を強力に推進する。」と政府の対応を述べている。この地域生活定着
支援事業について、私は富山県調査研究(42)として、2010年（平成22年）
10月日に富山刑務所、2011年（平成23年）月14日から17日に長崎県地
域生活定着支援センター及び長崎刑務所、2011（平成23年）年月13日か
ら16日に金沢保護観察所、石川県地域生活定着支援センター、更生保護法
人徳風苑、更生保護法人富山養得園、富山保護観察所をそれぞれ訪問し聴
き取り調査を行った。このテーマを調査検討した時点では、富山県には未
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だ地域生活定着支援センターが開設されていなかったため、富山県で開設
するにあたり必要な方策を検討する趣旨で行っていた。研究調査をすすめ
るなかで、富山県では、2010年（平成22年）10月日に社会福祉法人恩賜
財団済生会支部富山県済生会に業務委託し開設された。現在において、こ
の地域生活定着支援事業が全都道府県において展開され、ますます充実す
ることにより、福祉的支援を必要とする高齢者が犯罪を行ってしまうこと
を未然に防ぐことができるようになると期待したい。
自立困難な刑事施設出所者の社会復帰支援については、福祉的支援を必
要とする者への対策として、地域生活定着支援事業が平成21（2009）年か
ら厚生労働省の補助事業として開始した。平成24（2012）年から、地域生
活定着促進事業となった。これは、刑事施設等を退所して地域に着地する
だけでなく、その後の地域生活の定着を促進させたいという願いから変更
され、一貫した相談支援を実施することにより、その社会復帰及び地域生
活への定着を支援し、再犯防止対策に資することを目的としている。また、
「矯正施設入所中から退所後直ちに福祉サービス等につなげるための準
備」から、「一貫した相談支援を実施」と変更された。定着支援センター
の事業内容が整理され、①矯正施設退所予定者の帰住地調整を行うコーデ
ィネート業務、②矯正施設退所者の施設等への定着支援を行うフォローア
ップ業務、③矯正施設退所者等への福祉サービス等についての相談支援業
務、④地域のネットワークの構築と連携促進業務、⑤地域住民の理解が得
られるよう普及啓発に努める情報発信業務のつとされた。また、事業の
対象者も、「高齢であり、又は障害を有するため、福祉的な支援を必要と
する矯正施設退所予定者及び退所者」のほか、「その他、センターが福祉
的な支援を必要と認めるもの」が加わり、支援対象を広げることが可能と
なった。支援センター協議会のアンケート（平成23年度厚生労働省社会福
祉推進事業報告書「地域生活定着支援センター間の業務充実と多機関との
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況 63
― 452 ―
連携強化に向けた課題について」（平成24年月31日発行）3-20頁）から、
個人情報に関連する帰住調整における課題が挙げられている。福祉の手立
てのために必ず確認や提供が必要な情報として、戸籍の確認、戸籍の附表
の確認、住民票の確認は、生活歴の確認や帰住先の検討、援護の実施者の
調整のために必要である。年金記録の確認は生活保護申請の必要性の見立
てや就労歴の確認にために必要である。そして、受入先調整のために、入
所中の医療情報、例えば、疾病や服薬の種類と投薬状況、医務課受診状況、
感染症検査の実施状況、健康診断の実施状況などが、福祉事業所等に受入
を打診する際に必要となってくる。個々の対象者によって、障害等の見立
てや福祉サービス利用検討のため、個別の心理テスト等の結果や過去の医
療情報、過去の福祉サービス利用情報が必要である。さらに、医師の診断
書は、福祉事業所利用のためや、障害手帳申請のため必要となる。医師の
意見書は、傷害の程度区分や要介護認定のために必要であり、障害者手帳
申請のために証明写真が必要となる。矯正施設退所時に必要なものとして、
診療情報提供者は帰住先の医療機関につなぐため必要になり、帰住先で通
院できるまでの薬や、国民健康保険・国民年金等の手続のために在所証明
書が必要となる。また満期退所者は保護カードが必要となる(43)。
こうした高齢犯罪者をめぐる状況は、刑事司法制度が、本来、福祉の対
象となるべき者たちの受け皿となるという「福祉政策の犯罪対策化」の進
行を暗示する。高齢犯罪者の問題に対処するために、社会的なネットワー
クの構築が課題である(44)。これは、現状を直ちに改善する特効薬はなく、
経済・社会政策全体が課題である(45)。
	．おわりに
本稿では、社会的弱者である高齢者による犯罪に的を絞り、高齢犯罪者
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をめぐる法的状況や社会的状況を確認した。これまでの検討から、わが国
においては、高齢受刑者に対する収容上の問題よりも、彼らの特徴を十分
に考慮しつつ、処遇上の問題、それと連動するように釈放後の再犯を防止
するために重要な解決策を充実させることに重点を置いていると考える。
諸外国の対応策のなかで、注目すべきは、国や自治体主導だけでなく、民
間の協力や理解を大きな支えとして進展させているところを見習うことも
望まれるであろう。
また、今回の検討の中で、高齢犯罪者のなかで、統計上の数値から見れ
ば低い割合である女子高齢犯罪者をめぐる問題も多くあることがわかった。
法務総合研究所研究部による研究報告『女性と犯罪者（動向）』が2012年
に報告された。女性による犯罪は、男性の犯罪と異なる特色があり、刑事
司法手続の上でも社会的に弱い立場にある事情のあるなかでの犯罪であり、
厳しい対応をとらなくてもよいのではないかとされ、犯罪学上も指摘され
るほどである。しかし、犯罪情勢等に関する調査・分析においては、その
件数が少ないことから目が向けられることが少なかった。これまでに、法
務総合研究所で昭和43年に女子受刑者の実態調査、昭和57年から62年まで
の助成犯罪の動向と特質の分析、平成年版犯罪白書で女子と犯罪を特集
していたが、その間に、女性の社会進出が顕著となり、生活習慣や社会の
経済情勢も著しく変化している。また、2013年月20日スウェーデン大使
館において開催されたスウェーデン法務省矯正・保護局ストックホルム管
区長グニッラ・ターナートによる「スウェーデンにおける犯罪者処遇の現
在〜女子処遇を中心に〜」の講演に出席させていただいた内容や、『法律
のひろば』2013年月号での「女性による犯罪・非行の特性と処遇」特集、
さらに、『平成25年版犯罪白書』は、「女子による犯罪・非行」が特集され
ている。次稿では、社会的弱者のうち、女性に焦点を合わせて検討する。
以上
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go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/kyouseishisetsu/
index.html）を参照。地域生活定着支援センターの事業の概要や、福祉の支援が
必要な刑務所出所者の現状、地域生活定着支援センターの支援状況などそれぞれ
まとめられている。また、矯正施設を退所した高齢・障がい者の社会復帰と全国
のセーフティネットの構築にむけて、一般社団法人として全国地域生活定着支援
センター協議会（http://zenteikyo.or.jp）も設立されている。
（42） この調査研究については、関根徹「地域生活定着支援事業についてー富山県で
の地域生活定着支援センターの設置にあたっての課題」『高岡法学』第30号
（2012年）153頁以下。うち、地域生活定着支援事業の調査報告として、
176〜200頁において、富山刑務所、長崎刑務所及び長崎県地域生活定着支援セン
ター、富山保護観察所及び富山養得園、さらに、金沢保護観察所、石川県地域生
活定着支援センターそして更生保護法人徳風苑への訪問調査について私のまとめ
ている報告を参照されたい。
（43） 関口清美「福祉的な支援を必要とする刑事施設出所者の社会復帰支援―地域生
活定着支援センターの活動を通して」『法律のひろば』65巻号26〜34頁
（44） 伊藤康一郎「平成24年版犯罪白書を読んで―ルーティン部分に関して」『法律
のひろば』66巻号頁
（45） 高山佳奈子「平成23年版犯罪白書を読んで 治安の暗転と好転と」『法律のひ
ろば』65巻号頁
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